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− 附 183 −

受付の主な流れ

り 災 証 明 書
申 請

写 真 あ り 写 真 な し

新 規 写 真 の 追 加
写真提出済一覧
に記載ありの

マンション・アパート

①印鑑
②写真
全体
損壊部分

申 請 を
受 け 付 け る

申 請 は
受け付けられない

新 規

印 鑑 あ り

身分証明書あり
申 請 を
受 け 付 け る

写真を受け取り、
受付番号や氏名な
ど個人を特定でき
るものを控える

印 鑑 な し
用意するモノを
説明し再訪して
いただく

①全体写真は
なくても受付可
②後日追加で持っ
てきていただく 申 請 を

受 け 付 け る

身分証明書なし

申 請 は
受け付けられない

印鑑を持って
再度申請に
来ていただく

  ・り災場所のゼンリン地図の写しを A４でとり、該当の建物（場所）にマーカーで塗る。

ゼンリン地図のページが入ってない場合は記入する。 
  ・お客様にり災証明願の控えを渡す。全景写真の追加の際は控えを持参するよう依頼

する。また、問合せの際は、受付番号を伝えてもらうことも申し添える。 
   ※別紙２の説明を行う。 
 
６ 資料整理 

・「り災証明願」、「地図」、「写真」と受付簿横にあるインデックスをセットにしてクリ

アファイルにまとめ未完ボックスに入れる。 
  ・順番待ちのお客様がいなければ、未完ボックス内にある資料の整理を行う。写真は

アルバム台紙に入れる又は A4 コピー用紙に貼り、「り災証明願」、「地図」、「写真」、

「インデックス」の穴あけまで完了したら、再度クリアファイルに入れ完了ボック

スに入れる。さらに、ドッチファイルに番号順位綴じる。 
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※別紙２ 

 
アンダーライン部分は必須で伝えてください。 

 
Ｑ１：損壊の程度はどのように判定されるか？ 

 
Ａ１：内閣府の指針に従い、外観調査を行います。 

 
Ｑ２：調査に来るのか？ 

 
Ａ２：写真で判定できない場合は、現地調査を行うことがあります。 

 
Ｑ３：いつ調査に来るのか？ 

 
Ａ３：地域を定めて調査します。時期については、確定されていませんので、事前連絡は

行ってません。外観調査（計測等）を行うのために敷地内に立ち入ることをお許し

ください。 

 
Ｑ４：家の中は見ないのか？ 

 
Ａ４：り災証明を早期に交付するために、外観調査で判定します。必要があれば、内部調

査を行うことも有ります。 

 
Ｑ５：証明はいつ頃交付されるか？ 

 
Ａ５：1カ月程度（３～４週間）かかる場合があります。短縮すべく努力します。 

 
Ｑ６：証明書は取りに来ないといけないのか？ 

 
Ａ６：郵送します。 

 
Ｑ７：損壊箇所は修繕してよいか？ 

 
Ａ７：修繕していただいて構いません。写真をいただいていない部所に異常があった場合

は、写真を撮っておいてください。審査が必要な場合は提出してもらうことがあり

ます。 

添付資料     「写真」にチェックする。家の全景写真が無い場合は、追加提出を依

頼する（図面等で全体像が分れば全景写真不要）。損壊箇所を追加する

場合は、証明内容が変わる可能性があるため、写真がそろってから受

け付ける。旧バージョンには「見積り」の記載があるが必須ではない。

見積りを提示された場合は、資料として写しをもらう。領収は不要。 
 
処理欄      聞取りにて、「木造」、「非木造」にチェックする。わからない場合はチ

ェック不要。 
 
※注意事項    写真や聞取りで判断して、損壊度が大きく、危険度、緊急度が高いも

の又は専門業者等から倒壊の危険がある等の指摘がある物件について

は、り災証明願の右上部分に受付簿横にある「赤フセン」を貼る。 
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※別紙２ 

 
アンダーライン部分は必須で伝えてください。 

 
Ｑ１：損壊の程度はどのように判定されるか？ 

 
Ａ１：内閣府の指針に従い、外観調査を行います。 

 
Ｑ２：調査に来るのか？ 

 
Ａ２：写真で判定できない場合は、現地調査を行うことがあります。 

 
Ｑ３：いつ調査に来るのか？ 

 
Ａ３：地域を定めて調査します。時期については、確定されていませんので、事前連絡は

行ってません。外観調査（計測等）を行うのために敷地内に立ち入ることをお許し

ください。 

 
Ｑ４：家の中は見ないのか？ 

 
Ａ４：り災証明を早期に交付するために、外観調査で判定します。必要があれば、内部調

査を行うことも有ります。 

 
Ｑ５：証明はいつ頃交付されるか？ 

 
Ａ５：1カ月程度（３～４週間）かかる場合があります。短縮すべく努力します。 

 
Ｑ６：証明書は取りに来ないといけないのか？ 

 
Ａ６：郵送します。 

 
Ｑ７：損壊箇所は修繕してよいか？ 

 
Ａ７：修繕していただいて構いません。写真をいただいていない部所に異常があった場合

は、写真を撮っておいてください。審査が必要な場合は提出してもらうことがあり

ます。 

添付資料     「写真」にチェックする。家の全景写真が無い場合は、追加提出を依

頼する（図面等で全体像が分れば全景写真不要）。損壊箇所を追加する

場合は、証明内容が変わる可能性があるため、写真がそろってから受

け付ける。旧バージョンには「見積り」の記載があるが必須ではない。

見積りを提示された場合は、資料として写しをもらう。領収は不要。 
 
処理欄      聞取りにて、「木造」、「非木造」にチェックする。わからない場合はチ

ェック不要。 
 
※注意事項    写真や聞取りで判断して、損壊度が大きく、危険度、緊急度が高いも

の又は専門業者等から倒壊の危険がある等の指摘がある物件について

は、り災証明願の右上部分に受付簿横にある「赤フセン」を貼る。 
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H28.6.13   り災証明 再調査Ｑ＆Ａ  

 

Ｑ１：現地（内部）を見ずにどうやって判定したのか？写真だけで判定できるのか？ 

Ａ１：内部の被害は、外部の被害と同じ程度生じている前提で判定。当初は事前連絡の上、現地調

査をする予定であったが、想定を超える申請件数（現在２８００件超）のため、途中で方針変更。

内閣府の基準では１次調査は外観のみで見るため写真判定も可となった。 

 

Ｑ２：地震保険会社は「半壊」の判定だった。修繕に●百万円もかかる。なぜ「一部損壊」なのか？ 

Ａ２：民間の保険とは判定基準が異なる。り災証明の判定は内閣府の基準による。判定結果は現在

１６２３棟中で「全壊」１棟、「大規模半壊」１棟、「半壊」３８棟。約９７％の大多数が「一部損

壊」。「半壊」は２．４％程度 

 

Ｑ３：石垣が崩れたせいで、家の基礎下まで地盤がくえている。判定に影響するのか？ 

Ａ３：地盤がくえている部分の基礎は判定の対象になるが、家自体には被害が少ないケースが多

い。危険で住めなくなっているケースもあることから、不同沈下（土地の一部が沈下して建物がピ

サの斜塔のようになる状態）の基準を採用して被災者救済を図る。 

具体的には、４角の傾きの平均が１．２センチ以上で「半壊」、２センチ以上で「大規模半壊」                                  

 

Ｑ４：判定のやり方を具体的に説明してほしい。   

Ａ４：説明のポイントは次のとおり。 

① 市町村で判定に差がでないように全国の自治体が同じ基準で判定していること、内閣府は基準

をＨＰで公開しており誰でも見ることができること（情報がオープンであること）を説明する。 

② 被災者と一緒に家の被害箇所を見て、内閣府の判定写真と見比べる作業を行うのがベスト。外

壁であれば、クラック（０．３ミリ以上）は程度１、外壁が浮かび上がっていたら程度２、外

壁が落ちて下地が見えてしまうと程度３、下地まで損傷していたら程度４など。 

③ 実際に調査票の配点を見せながら説明すると更に理解が深まる。木造と非木造で様式異 

④ 阪神淡路大震災時の判定写真を見せる。 

 

Ｑ５：判定結果はどうなるのか？ 

Ａ５：結果は後日郵送する（２週間程度）。外部の被害よりも内部の被害が少ない家が多いため、内

部を見る２次調査をすることで１次調査と比較して下がるケースもある。 

 

＜その他注意点＞ 

再調査申請書の提出（要認印）。り災証明書を回収（被災者が手持ちの分だけでＯＫ） 

罹災証明 現地調査 
 
基本 ３～４人で班を組む（事務系職員１～２名・技術系職員１～２名） 
   地区ごとに班を分ける。 
 
＜調査前日まで＞ 
１ ファイルの中から調査する家屋を選定する。緊急度の高いものを優先 
 
２ 電話連絡をして、訪問時間を伝える。立会いが難しいときは立入の承諾もらう。 
 
３ スケジュール表を作り、①証明願、②ゼンリン地図、③建物図面をコピーして 

班員全員に渡す。その際、翌日の B２集合時間を伝える。 
翌日の地図ルートを確認しておいたほうが良い。 
配車表を作成 
 

＜調査当日＞ 例：事務職２名・技術職２名の場合 
１ 訪問して、罹災家屋の調査にきたこと、調査は国（内閣府）の基準により外観からの 
調査になることを伝える。 
 

２ 基礎の外周を測定（事務職２名メジャー、技術職１名記録） 
 
３ 下げ振りで角４箇所を測定 
（事務職１名下げ振り、事務職１名メジャー、技術職１名記録、技術職１名写真） 
 

４ 基礎の損傷判定（技術職１名記録、技術職１名写真、事務職２名補助） 
  

５ 超簡単な立面図を作成（技術職１名） とにかく大雑把に４面書く 
 

６ 外壁の損傷判定（技術職１名記録、技術職１名写真、事務職２名補助） 
 
７ 屋根の損傷判定（技術職１名記録、技術職１名写真、事務職２名補助） 
 
＜調査終了後＞ 
１ 評価算定・調査票作成・写真印刷（技術職） 
２ 危機管理課に提出 
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H28.6.13   り災証明 再調査Ｑ＆Ａ  

 

Ｑ１：現地（内部）を見ずにどうやって判定したのか？写真だけで判定できるのか？ 

Ａ１：内部の被害は、外部の被害と同じ程度生じている前提で判定。当初は事前連絡の上、現地調

査をする予定であったが、想定を超える申請件数（現在２８００件超）のため、途中で方針変更。

内閣府の基準では１次調査は外観のみで見るため写真判定も可となった。 

 

Ｑ２：地震保険会社は「半壊」の判定だった。修繕に●百万円もかかる。なぜ「一部損壊」なのか？ 

Ａ２：民間の保険とは判定基準が異なる。り災証明の判定は内閣府の基準による。判定結果は現在

１６２３棟中で「全壊」１棟、「大規模半壊」１棟、「半壊」３８棟。約９７％の大多数が「一部損

壊」。「半壊」は２．４％程度 

 

Ｑ３：石垣が崩れたせいで、家の基礎下まで地盤がくえている。判定に影響するのか？ 

Ａ３：地盤がくえている部分の基礎は判定の対象になるが、家自体には被害が少ないケースが多

い。危険で住めなくなっているケースもあることから、不同沈下（土地の一部が沈下して建物がピ

サの斜塔のようになる状態）の基準を採用して被災者救済を図る。 

具体的には、４角の傾きの平均が１．２センチ以上で「半壊」、２センチ以上で「大規模半壊」                                  

 

Ｑ４：判定のやり方を具体的に説明してほしい。   

Ａ４：説明のポイントは次のとおり。 

① 市町村で判定に差がでないように全国の自治体が同じ基準で判定していること、内閣府は基準

をＨＰで公開しており誰でも見ることができること（情報がオープンであること）を説明する。 

② 被災者と一緒に家の被害箇所を見て、内閣府の判定写真と見比べる作業を行うのがベスト。外

壁であれば、クラック（０．３ミリ以上）は程度１、外壁が浮かび上がっていたら程度２、外

壁が落ちて下地が見えてしまうと程度３、下地まで損傷していたら程度４など。 

③ 実際に調査票の配点を見せながら説明すると更に理解が深まる。木造と非木造で様式異 

④ 阪神淡路大震災時の判定写真を見せる。 

 

Ｑ５：判定結果はどうなるのか？ 

Ａ５：結果は後日郵送する（２週間程度）。外部の被害よりも内部の被害が少ない家が多いため、内

部を見る２次調査をすることで１次調査と比較して下がるケースもある。 

 

＜その他注意点＞ 

再調査申請書の提出（要認印）。り災証明書を回収（被災者が手持ちの分だけでＯＫ） 

罹災証明 現地調査 
 
基本 ３～４人で班を組む（事務系職員１～２名・技術系職員１～２名） 
   地区ごとに班を分ける。 
 
＜調査前日まで＞ 
１ ファイルの中から調査する家屋を選定する。緊急度の高いものを優先 
 
２ 電話連絡をして、訪問時間を伝える。立会いが難しいときは立入の承諾もらう。 
 
３ スケジュール表を作り、①証明願、②ゼンリン地図、③建物図面をコピーして 

班員全員に渡す。その際、翌日の B２集合時間を伝える。 
翌日の地図ルートを確認しておいたほうが良い。 
配車表を作成 
 

＜調査当日＞ 例：事務職２名・技術職２名の場合 
１ 訪問して、罹災家屋の調査にきたこと、調査は国（内閣府）の基準により外観からの 
調査になることを伝える。 
 

２ 基礎の外周を測定（事務職２名メジャー、技術職１名記録） 
 
３ 下げ振りで角４箇所を測定 
（事務職１名下げ振り、事務職１名メジャー、技術職１名記録、技術職１名写真） 
 

４ 基礎の損傷判定（技術職１名記録、技術職１名写真、事務職２名補助） 
  

５ 超簡単な立面図を作成（技術職１名） とにかく大雑把に４面書く 
 

６ 外壁の損傷判定（技術職１名記録、技術職１名写真、事務職２名補助） 
 
７ 屋根の損傷判定（技術職１名記録、技術職１名写真、事務職２名補助） 
 
＜調査終了後＞ 
１ 評価算定・調査票作成・写真印刷（技術職） 
２ 危機管理課に提出 
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資料3-③

NO 項 目 支援内容 要 件 担当課

1 各種証明書 手数料免除 市長が天災その他の特別の事由があると認めたとき 各課

2 市営住宅の一時入居 一時無償入居 火災等により住宅を失った場合 建築住宅課
(住宅管理ｾﾝﾀｰ)

3 住宅再建支援金の支給
基礎支給支援金
加算支給支援金

住宅の損壊した部分の床面積が延床面積の２割以上である場
合

4 災害見舞金 見舞金の支給 建物の1割以上が被災した場合

5 市県民税の減免
到来する納期以降の市県民税
を一定の基準で減免

災害等により受けた損害の金額がその住宅又は家財の価格の
３割以上

6 固定資産税の減免
到来する納期以降の税を一定
の基準で減免

被害面積が当該土地の面積の２割以上又は家屋においては当
該家屋の価値の２割以上

7
市税の徴収猶予
（納期限の延長等）

納期限の延長や分納 被災者との協議により納期延長や分納等に応じます。 収納課

8 保険税の減免
住宅や家財の損害の金額が、保険金等を引いて尚価格の3割
以上の時、区分に従い減免があります。※前年の所得が1000
万以下の場合に限ります。

9 一部負担金の減免
死亡、障害を負った場合、資産に重大な損害(家屋半壊以上)、
業務を廃止、又は失職し収入が著しく減少した時、収入が生活
保護基準費の1.1倍以下で全額、1.2倍以下で半額減免します。

10 保険税の減免 NO,8とほぼ同様

11 一部負担金の減免
NO,9とほぼ同様、生活保護基準費の1.3倍の場合、3ヶ月以内の
負担金を6ヶ月に猶予します。

12 国民年金保険料の免除 保険料の免除
被災に伴い、住宅、家財その他の財産について、概ね2分の1以
上の損害を受けた場合（り災証明の半壊以上）

13
介護保険料及び介護サー
ビス利用者負担の減免

介護保険料及び介護利用者負
担の減免

前年合計所得金額が1000万円以下で住宅及び家財等の損害
金額（保険金等により補填される額は除く）が住宅等の価格の3
割以上の場合、軽減又は免除の対象

高齢者福祉課

14 水道料金の減免 水道使用料
地震の影響により水道管破裂や温水器故障等で修繕した場
合、水道使用料を減免します。修繕費の補助はありません。

水道局営業課

15 下水道使用料の減免 使用料減免 地震の影響による下水道使用料の減免を行います。

16 受益者負担金の徴収猶予 徴収猶予 災害状況に応じて、徴収の猶予を行います。

17 保育料の減免
全焼・全壊…保育料の全額
半焼・半壊…保育料の1/2
（発生月から６ヶ月間）

常時居住する家屋等に著しく損害（半焼・半壊以上）を受けたと
き

18
児童扶養手当等の
所得制限の一部解除

損害を受けた月から翌年の7月
まで所得制限の一部解除

住宅、家財等の被害金額（火災保険金や損害賠償金あるいは
農業共済による給付金等により補充された金額を除く）がその
価格の2分の1以上

19
特別障害者手当等の
所得制限の一部解除等

損害を受けた月から翌年の7月
まで所得制限の一部解除

住宅、家財等の被害金額（災害保険金や損害賠償金等により
補充された金額を除く）が財産価格（固定資産課税台帳上の評
価額等）の2分の1以上

障害福祉課

20
一般廃棄物処理手数料の

減免
収集・運搬手数料の減免

地震に伴い一般家庭より発生した粗大ごみの収集・運搬を市に
依頼するとき
※品目により収集できないものもあります。
※テレビ等の家電リサイクル法対象品目は、リサイクル料金が
必要になります。

21
廃棄物処理施設使用料の

減免
使用料免除

地震に伴い一般家庭より発生した廃棄物（ブロック塀、瓦、土砂
等）を南畑不燃物埋立場に持ち込む場合

22
建築確認申請手数料等の

免除
手数料免除

（発生日から1年以内）
災害で住宅を滅失・破損した場合（り災証明が発行されるものは
全て対象）

建築指導課

児童家庭課

環境課

＊「NO,4災害見舞金」以外は「り災証明書」の写しが必要です。
＊詳細は、担当課へご確認願います。

社会福祉課

別府市の被災者支援制度

課税課

国民健康保険税及び
一部負担金の減免等

保険年金課

後期高齢者医療保険料
及び一部負担金の

減免等

下水道課
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資料3-③

NO 項 目 支援内容 要 件 担当課

1 各種証明書 手数料免除 市長が天災その他の特別の事由があると認めたとき 各課

2 市営住宅の一時入居 一時無償入居 火災等により住宅を失った場合 建築住宅課
(住宅管理ｾﾝﾀｰ)

3 住宅再建支援金の支給
基礎支給支援金
加算支給支援金

住宅の損壊した部分の床面積が延床面積の２割以上である場
合

4 災害見舞金 見舞金の支給 建物の1割以上が被災した場合

5 市県民税の減免
到来する納期以降の市県民税
を一定の基準で減免

災害等により受けた損害の金額がその住宅又は家財の価格の
３割以上

6 固定資産税の減免
到来する納期以降の税を一定
の基準で減免

被害面積が当該土地の面積の２割以上又は家屋においては当
該家屋の価値の２割以上

7
市税の徴収猶予
（納期限の延長等）

納期限の延長や分納 被災者との協議により納期延長や分納等に応じます。 収納課

8 保険税の減免
住宅や家財の損害の金額が、保険金等を引いて尚価格の3割
以上の時、区分に従い減免があります。※前年の所得が1000
万以下の場合に限ります。

9 一部負担金の減免
死亡、障害を負った場合、資産に重大な損害(家屋半壊以上)、
業務を廃止、又は失職し収入が著しく減少した時、収入が生活
保護基準費の1.1倍以下で全額、1.2倍以下で半額減免します。

10 保険税の減免 NO,8とほぼ同様

11 一部負担金の減免
NO,9とほぼ同様、生活保護基準費の1.3倍の場合、3ヶ月以内の
負担金を6ヶ月に猶予します。

12 国民年金保険料の免除 保険料の免除
被災に伴い、住宅、家財その他の財産について、概ね2分の1以
上の損害を受けた場合（り災証明の半壊以上）

13
介護保険料及び介護サー
ビス利用者負担の減免

介護保険料及び介護利用者負
担の減免

前年合計所得金額が1000万円以下で住宅及び家財等の損害
金額（保険金等により補填される額は除く）が住宅等の価格の3
割以上の場合、軽減又は免除の対象

高齢者福祉課

14 水道料金の減免 水道使用料
地震の影響により水道管破裂や温水器故障等で修繕した場
合、水道使用料を減免します。修繕費の補助はありません。

水道局営業課

15 下水道使用料の減免 使用料減免 地震の影響による下水道使用料の減免を行います。

16 受益者負担金の徴収猶予 徴収猶予 災害状況に応じて、徴収の猶予を行います。

17 保育料の減免
全焼・全壊…保育料の全額
半焼・半壊…保育料の1/2
（発生月から６ヶ月間）

常時居住する家屋等に著しく損害（半焼・半壊以上）を受けたと
き

18
児童扶養手当等の
所得制限の一部解除

損害を受けた月から翌年の7月
まで所得制限の一部解除

住宅、家財等の被害金額（火災保険金や損害賠償金あるいは
農業共済による給付金等により補充された金額を除く）がその
価格の2分の1以上

19
特別障害者手当等の
所得制限の一部解除等

損害を受けた月から翌年の7月
まで所得制限の一部解除

住宅、家財等の被害金額（災害保険金や損害賠償金等により
補充された金額を除く）が財産価格（固定資産課税台帳上の評
価額等）の2分の1以上

障害福祉課

20
一般廃棄物処理手数料の

減免
収集・運搬手数料の減免

地震に伴い一般家庭より発生した粗大ごみの収集・運搬を市に
依頼するとき
※品目により収集できないものもあります。
※テレビ等の家電リサイクル法対象品目は、リサイクル料金が
必要になります。

21
廃棄物処理施設使用料の

減免
使用料免除

地震に伴い一般家庭より発生した廃棄物（ブロック塀、瓦、土砂
等）を南畑不燃物埋立場に持ち込む場合

22
建築確認申請手数料等の

免除
手数料免除

（発生日から1年以内）
災害で住宅を滅失・破損した場合（り災証明が発行されるものは
全て対象）

建築指導課

児童家庭課

環境課

＊「NO,4災害見舞金」以外は「り災証明書」の写しが必要です。
＊詳細は、担当課へご確認願います。

社会福祉課

別府市の被災者支援制度

課税課

国民健康保険税及び
一部負担金の減免等

保険年金課

後期高齢者医療保険料
及び一部負担金の

減免等

下水道課
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資料 3-④ 罹災証明書の記載事項 

記載事項 
左の記載事項を設

けている市町村数 

記載事項が最多の市町村

の罹災証明書の記載事項 

記載事項が最少の市町村

の罹災証明書の記載事項 

世帯主（交付申請者）の

氏名 
30 ○ ○ 

世帯主の現住所（連絡

先） 
28 ○ ○ 

世帯主の年齢又は生年

月日 
11 ○  

罹災原因 27 ○  

罹災時期（災害発生年月

日や時刻） 
22 ○ ○ 

罹災場所（証明対象物件

の所在地） 
29 ○ ○ 

罹災の程度状況（全壊・

半壊・一部損壊などの

別） 

30 ○ ○ 

世帯員の氏名 12 ○  

世帯員の続柄 12 ○  

世帯員の生年月日又は

年齢 
11 ○  

世帯員の性別 4 ○  

罹災物件の種別（例：用

途や建物構造など） 
16 ○  

申請者と罹災物件との

関係（例：所有・管理・

占有など） 

8   

人的被害の内容 4   

同居家族の人数 5   

自治会長等の内容確認

欄 
3   

証明書の使用目的 7   

記載事項数 － 12 5 

（注）１ 当局の調査結果による。 

   ２ 市町村によっては、①職員が手作業によりデータ入力して発行することを想定した様式と、②罹災証明書交付

申請が多くなることが予想される大規模災害時にシステムを活用して発行することを想定した様式の 2 パターン

の様式を準備しているところや、ⅰ）大規模災害以外の災害用様式と、ⅱ）生活再建支援法が適用された災害用

の様式の 2 パターンの様式を準備しているところがあるが、本調査では大規模災害時おける罹災証明書交付状況

を調査対象としていることから、本表においては②及びⅱ）の様式の記載事項を計上している。 
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資料 3-④ 罹災証明書の記載事項 

記載事項 
左の記載事項を設

けている市町村数 

記載事項が最多の市町村

の罹災証明書の記載事項 

記載事項が最少の市町村

の罹災証明書の記載事項 

世帯主（交付申請者）の

氏名 
30 ○ ○ 

世帯主の現住所（連絡

先） 
28 ○ ○ 

世帯主の年齢又は生年

月日 
11 ○  

罹災原因 27 ○  

罹災時期（災害発生年月

日や時刻） 
22 ○ ○ 

罹災場所（証明対象物件

の所在地） 
29 ○ ○ 

罹災の程度状況（全壊・

半壊・一部損壊などの

別） 

30 ○ ○ 

世帯員の氏名 12 ○  

世帯員の続柄 12 ○  

世帯員の生年月日又は

年齢 
11 ○  

世帯員の性別 4 ○  

罹災物件の種別（例：用

途や建物構造など） 
16 ○  

申請者と罹災物件との

関係（例：所有・管理・

占有など） 

8   

人的被害の内容 4   

同居家族の人数 5   

自治会長等の内容確認

欄 
3   

証明書の使用目的 7   

記載事項数 － 12 5 

（注）１ 当局の調査結果による。 

   ２ 市町村によっては、①職員が手作業によりデータ入力して発行することを想定した様式と、②罹災証明書交付

申請が多くなることが予想される大規模災害時にシステムを活用して発行することを想定した様式の 2 パターン

の様式を準備しているところや、ⅰ）大規模災害以外の災害用様式と、ⅱ）生活再建支援法が適用された災害用

の様式の 2 パターンの様式を準備しているところがあるが、本調査では大規模災害時おける罹災証明書交付状況

を調査対象としていることから、本表においては②及びⅱ）の様式の記載事項を計上している。 
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資料 3-⑤ 被災市町村における罹災証明書交付会場の選定及び運営に関する主な意見 

市町村名 罹災証明書交付会場の選定及び運営に関する主な意見 

Ａ市町村 熊本地震に際しては、庁舎のロビーに特設窓口を開設して罹災証明書の交付

申請受付を行ったが、パソコン用の電源の確保に苦労したため、会場の確保に

当たっては、電源の確保についても考慮する必要がある。 

Ｋ市町村 熊本地震の発生前には本庁舎を交付会場とすることを想定していたが、同地

震で本庁舎が損壊して使用できなくなったため、管財部署の調整を踏まえて、

支所を代替の交付会場とすることとなった。 

選定済みの交付会場の耐震性に問題がある場合や、会場が津波などの浸水想

定区域内にある場合などには、会場が被災して使えなくなる可能性もあること

から、そうした事態を想定した代替の会場もあわせてあらかじめ選定しておく

ことが望ましい。 

Ｍ市町村 会場の設定に当たっては、可能な限り広いスペースを確保することが望まし

い。狭いスペースで長時間待たされると、申請者のストレスを増やすことにつ

ながりかねない。 

また、罹災証明書の交付会場と各種生活支援申請の受付会場は、同一フロア

に置いて、罹災証明書の交付を受けた被災者がすぐに隣のブースで生活支援相

談ができるようなワンストップ窓口を整備すれば、被災者の負担軽減や生活支

援漏れの防止にもなりうる。 

Ｆ市町村 会場を平常時からあらかじめ選定しておくことは、罹災証明書の交付等の迅

速化に寄与しうると考える。 

Ｊ市町村 会場を事前に定めておくことができればそれにこしたことはないが、実際に

は災害規模や被災地域等に応じて臨機応変に対応しなければならないため難し

い。 

Ｐ市町村 熊本地震の際に会場の電源の確保やレイアウトの設定に苦慮した。罹災証明

書の交付申請の受付に当たってパソコンは必須であり、会場を確保しても電源

がないと対応できないため、事前に会場を確保するとともに、当該会場での電

源の確保の可否の確認やレイアウト設定も行っておくことが望ましい。 

（注）当局の調査結果による。 

 


